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Bridge  Vol.6
地域脱炭素と自治体・エネルギー事業者の 
役割について
1. 初めに：地域脱炭素に係る制度面の動向
パリ協定締結を始めとした脱炭素化のメガトレンドに従
い、日本政府は2020年10月、2050年のカーボンニュー
トラル化（CN化）を宣言した。
さらに、2021年4月には、自国の脱炭素化のため

2030年度の従来目標（GHG排出量削減 2013年比▲
26%）を大幅に引き上げ、2013年比▲46%とするという
野心的な目標を掲げる旨を地球温暖化対策推進本部が公
表した。

これに紐づきCN化に向けた様々な施策、例えば地球
温暖化対策推進法の改正、グリーン成長戦略、地域脱炭
素ロードマップ、第6次エネルギー基本計画、地球温暖化
対策計画の改定、パリ協定に基づく長期戦略、省エネ法を
始めとする関連法（省エネ法・エネルギー供給構造高度
化法・JOGMEC法・鉱業法・電気事業法）の改正、GXリー
グといったものが次々と打ち出されてきた。
脱炭素に関する国予算も拡大し続けており、その実現に
向けた動きが加速していることがうかがえる（図1）。
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前述の施策の中で、本レポートのテーマとなる「地域脱
炭素」に関連するものとしては、地球温暖化対策推進法の
改正、地域脱炭素ロードマップ、地球温暖化対策計画の改
定が挙げられる。

1-1. 地球温暖化対策推進法の改正
2021年5月、2050年カーボンニュートラルを基本理

念とする「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を
改正する法律」（改正地球温暖化対策推進法）が成立（全
面施行は2022年4月）した。改正地球温暖化対策推進
法は2050年CN化を法律上で明確に位置付けるとともに、
その実現に向けた地方公共団体や企業の取組を推進して
いくことを目的としている。この改正においては、地方公共
団体が定める地球温暖化対策の実行計画（区域施策編）
に対する施策ごとの目標設定や、地域の再エネを活用した
脱炭素化を促進する事業に係る促進区域や環境配慮、地
域貢献に関する方針等を定めるよう努めることといった、
地方公共団体に対し主体的に地域脱炭素に向けた取組を
推進するよう求めるものも含まれていた。
なお、ここでいう「地方公共団体が定める地球温暖化対

策の実行計画」とは、法律に基づき策定することが定めら
れているもので「事務事業編」と「区域施策編」に分けら
れる。より詳しく二者の違いについて言えば、「地方公共団
体の事務事業に伴う温室効果ガスの排出の量の削減並び
に吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画で
あり全自治体に策定が求められている」ものが事務事業
編である。一方で「全ての都道府県、指定都市及び中核市
（施行時特例市を含む。）に策定が義務付けられている（策
定義務のない地方公共団体においても努力義務のある）、
地方公共団体内全て（住民・事業者を含む）を対象とし
た温室効果ガスの排出量削減等を推進するための総合的
な計画」であるものが「区域施策編」となっている。

1-2. 地域脱炭素ロードマップ
更には、地域が主役となる地域脱炭素の実現に向けた
工程・具体策を示す「地域脱炭素ロードマップ」が2021
年6月9日に策定された。この中では、地方創生に資する
地域脱炭素を意欲的かつ実現性の高い形でリードし全国
のモデルとなって「脱炭素ドミノ」を起こす地域を少なくと
も100か所選定することと、全国津々浦々で実施する重点
対策（屋根置きなど自家消費型の太陽光発電 等）を実施
していくことを軸として、2025年までの5年間を集中期間
として施策を総動員することとしている。
この少なくとも100か所選定するとされている地域は、

2050年の脱炭素化目標について認識しつつもその手法に
悩む地方公共団体へ、脱炭素化の手法・脱炭素化を通じ
た地方創生や地域成長のモデルを示す地域（＝脱炭素先
行地域）として環境省の交付金等による支援を受け、構築
されていくこととなっている。この「脱炭素先行地域」に対
する交付金は「脱炭素先行地域づくり事業」として2022
年度に閣議決定されており、1自治体で最大50億円の交
付金を受けられることとなっている。2024年3月18日時
点では、全国73自治体が選定されている（図2）。

1-3. 地球温暖化対策計画の改定
2021年10月、閣議決定により「地球温暖化対策推進

法に基づく政府の総合計画」として地球温暖化対策計画
の改定版が公表された。これは二酸化炭素以外も含む温
室効果ガスの全てを網羅し、新たな2030年度目標の裏
付けとなる対策・施策を記載して新目標実現への道筋を
描くものとして、目標、事業者・国民等が講ずべき措置に
関する基本的事項、目標達成のために国・地方公共団体
が講ずべき施策等について記載されたものとなっている。

図1. 脱炭素に関する国予算の変遷
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図3. 直近の脱炭素に係る国内法制度面の動向
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この中では前述の改正地球温暖化対策推進法において
定められた促進区域設定や、地域脱炭素ロードマップにお
ける脱炭素先行地域づくりについても触れられており、改
正地球温暖化対策推進法（改正温対法）・地域脱炭素ロー

ドマップ・地球温暖化対策計画の3つが、地方公共団体
が進める地域脱炭素の文脈で中核を成すものだと考えら
れる（図3）。

図2. 脱炭素先行地域の選定状況

出典：環境省 脱炭素地域づくり支援サイト「脱炭素先行地域選定結果」(https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/#senshinseimodelsei)
（2024.03.18閲覧）を加工して作成
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これらの計画やロードマップを踏まえ、地方公共団体は
地域の脱炭素化に向けた取組を進め国としての目標を達
成するための役割を果たしていかなければならないが、次
章においてはその中でどのような課題があるのかについて
検討したい。

2. 地域脱炭素に向けた課題
前述の通り、地域脱炭素においては上位計画となる実
行計画やロードマップ、地球温暖化対策の3つがあり、い
ずれにおいても地方公共団体が主体的にその（特定）区
域内の脱炭素化に向けて、地域の再生可能エネルギーの
最大限利活用や最大限の省エネルギーへの取組を行い、
地方公共団体の施設だけでなく、住宅や民間部門（産業
部門・業務部門・運輸部門）へと働きかけ実現していくこ
とが求められている。中には、CN化に向けたロードマップ
やビジョンを別途作成し公開する、あるいはゼロカーボン
シティ宣言という形で2050年までの二酸化炭素排出実質
ゼロを表明することでより積極的なコミットメントを示す地
方公共団体も見られる。
実際にこうした地方公共団体のCN化を進めていくにあ

たって、計画づくりから目標達成に向けた運営・構築を実
現していくにはどのような障壁や困難となりうる課題があ
るのか。これまでデロイト トーマツとして地域脱炭素に関
して検討をしていく中で捉えることができた、大きな二つの
課題について取り上げてみたい。

2-1. モニタリング・進捗管理の難しさ
まず、地方公共団体内部においては、脱炭素化計画およ
びその事業運営・構築において「当該自治体の既存計画
および地域特性に即した脱炭素化」を検討しなければなら
ず、そのためにまず現在地の把握に努めなければならな
い。もちろん、改正温対法に基づく地球温暖化対策実行計
画、およびその他における既存の脱炭素化計画そのもの
は多くの地方公共団体で策定済みであり、事業構築も計
画に沿って一定程度進められているところがほとんどであ
ることは間違いない。
その一方で、実際に事業を構築した結果、今どの程度ま

で脱炭素化が進んだのか、そしてこれまでの取組成果を踏
まえ、これから何をどこまでやらなければならないのかに
ついて定量的なモニタリングを実施していくことは難しい。
これは地球温暖化対策実行計画・区域施策編の策定に用
いられる自治体排出量カルテに紐づく温室効果ガス排出
量のデータが統計データに基づく推計ベースであるがため
に、実際に事業構築を進めるうえでの再生可能エネルギー
容量や発電量、省エネルギー量といった実績ベースのデー
タが反映されづらく、それ故に現在地の把握や実情に合わ
せた柔軟な軌道修正・計画更新等が難しくなってしまって
いるということが背景にある。

2-2. （特に事業構築面における）推進力の確保
脱炭素化を推進していくためには当然のことながら、追
加予算が必要となってくる。前章にて国の予算が加速度的
に増加していることにも表れているとおりである。
国支援も最大限活用しつつではあるが、追加予算を取
得し、計画に沿った事業構築・運営を成していくための推
進力を確保しなければならない中で、地方公共団体が直

面する課題として、足元の担い手となる担当課のノウハウ
の不足、特に公共施設が事業の対象となった場合におけ
る担当課間の連携の難しさの2点が挙げられる。
地球温暖化対策実行計画やゼロカーボンビジョン・ロー

ドマップや先行地域づくり事業といったいくつもの取組にお
いて、地域脱炭素に関連する計画そのものは立てることが
できても、この2点についてしっかりとした対策や外部の支
援が無い限り、地域脱炭素という大きな枠組みを前に進め
ることはできない。
まず、足元の担い手となる担当課のノウハウ不足につい

てであるが、これは再生可能エネルギーの導入や省エネに
関連するソリューションを始めとした、エネルギー関連の
取組についての知見が地方公共団体側、特に担当課とな
る環境部門に不足しがちであるということである。それが
故に何をどのように進めればよいのか、事業実施において
留意すべき点は何かといったところを逐一確認しつつ進め
ていかなければならず、事業構築の足かせとなってしまう。
単純な電力小売契約の話であれば問題ないが、脱炭素に
係るソリューションとその導入手法は多岐にわたり、それ
ぞれにメリット・デメリットや制度面での決まりがあり、担
当課だけですべてをさばききるには限界があるのである。
これは推進力確保の足かせとなる2点目の要素にもつな
がる部分である。

2点目に挙げた、担当課間の連携の難しさであるが、こ
れは担当課たる環境部門内部である程度の検討がまとま
り、実際に事業構築へと進める段でよく見受けられるもの
である。
民間施設や家庭向けはもちろんであるが、公共施設向

けにおいては特に、その領域・施設を管轄している部署お
よび地方公共団体における財務部門との合意形成に難航
することが多い。これは前述の脱炭素に係るソリューショ
ン及びその導入手法の複雑さに起因して管轄部署や財務
部門における理解を得ることに時間がかかってしまうこと
に加えて、なぜそれが追加予算を確保してまで実施しなけ
ればならないものなのか、実施することのメリットがどこに
あるのかといった点において、地方公共団体内の部署間で
脱炭素に対する姿勢、意識やその重要性の浸透度といった
側面での差分がどうしても出てしまうことが原因である。

それでは、上述のような課題が地方公共団体内で見ら
れた際、どのようにして対処していけばよいかについて次
章で考察していきたい。

3. 地域脱炭素に対する課題への対応
地方公共団体は地域脱炭素の制度面での対応義務・責
任を一義的に負っているものの、前述の通りその実現にお
いては様々な課題に直面することとなる。これに対してど
のような対応が求められていくのかについて考える。

3-1. 地方公共団体内部での対応
まずは地方公共団体内部でどのような対応が必要とな

るかを見ていきたい。1点目に考えられる対応としては、シ
ンプルに脱炭素化に向けた体制を整え、地方公共団体内
部での意思統一を図ることが必要であろう。公費であるか
ら無制限に脱炭素化に向けた予算を確保していくことはも
ちろん前提としないながらも（そのために担当課は可能な
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図4. 脱炭素先行地域づくり事業において選定自治体が解決を目指す地域課題の類型

限りのコスト削減や国支援の利活用に向けた検討・対応
を最大限進めながら）、首長から担当課以外の面々までが
脱炭素化に向けて一枚岩で取り組んでいけるよう、担当課
が最大限のサポート・理解を得られるような仕組み・座
組を構築していくことが求められる。それには先に述べた
ゼロカーボンシティ宣言や脱炭素取組の内外への発信と
いったことから、昨今見られるような民間エネルギー事業
者や地域金融機関、学識者を巻き込んだコンソーシアム・
協議会や自治体新電力の設立による外部ケイパビリティの
取り込みも選択肢として考えられる。この外部ケイパビリ
ティの取り込みは特に脱炭素に係るソリューション・導入
手法の検討、更には制度面への対応といった面でとりわけ
効果を発揮する。指定管理者制度を始めとして、地方公共
団体が民間のノウハウ・ケイパビリティを公共事業に活用
するスキームは既に存在している。地方公共団体側にもそ
れぞれの抱える地理的・経済的な特性があるため一概に
どのような仕組み・座組が最適かといった点は断言できな
いながらも、地域の脱炭素化の文脈においても同様にして、
外部ケイパビリティ取り込みへとつながる仕組みおよび座
組の形成は、地域脱炭素の実現に向けた課題対応には必
要不可欠なものと考える。
前章において第一の課題として挙げた進捗管理・モニ

タリングについてもこの座組の中で実施していくことにする
のが対応策となりうる。上位の計画（区域施策編）が推計
ベースのデータを基にしていることについてはやむを得な
い部分があるので、積み上げ可能な実績ベースのデータ
を公共・民間・家庭を問わずしっかりと吸い上げ・管理し、
そのデータを基にした進捗管理・モニタリングおよび
PDCAサイクルを回していけるような仕組み・取組をその

座組形成の目的の一つに据えていくことで、より強い地域
脱炭素の推進力につながっていくと考えられる。ここにお
いても、地域内需要家の需要量や足元のニーズ、更には
データ取得に関するソリューションを持つ民間エネルギー
事業者のケイパビリティは有用であると考えられる。
最後に、このような仕組み・座組や意思統一を図ること

に加えて、地域脱炭素が地域の課題解決・地域経済活性
化をもたらすものとして位置づけ、地方公共団体内部の合
意形成を円滑化していくことも有効な手段と考えられる。
脱炭素化は基本的に追加の予算を投じて実施していくこと
が必要なものであり、それ自体がパリ協定を始めとする国
際的なイニシアティブに基づき正当化されるものであるが、
ここにもう一つの目的、すなわち地域課題の解決や地域経
済活性化といった要素が加われば、事業構築の推進力は
大きく向上する。例えば近年様々な地方公共団体で取組が
進められている、廃棄物発電所由来の電力を地産地消（地
域新電力経由の小売売電や自己託送制度などを利用する
ことが多い）する取組がこれに当たる。系統を介してどこ
か別地域の電源由来の電力を、どこかの電力会社から購
入するのではなく、できうる限りその地方公共団体内で作
られた電力を（廃棄物発電所由来電力は加えて脱炭素価
値を持つものでもある）、地方公共団体内の経済に貢献で
きる形で使っていけるようにすることで、地域経済循環に
貢献することを図るものである。
余談ではあるが、地域脱炭素ロードマップの中で触れら
れる脱炭素先行地域づくり事業はまさにこの点にフォーカ
スしており、脱炭素の取組をその地方公共団体の地域特
性・地域課題に沿った形で実施していくことを求めている
（図4）。
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このように、脱炭素先行地域づくり事業に限らず、地域
脱炭素のための事業推進・構築は地域課題解決の一助と
（あくまで一義的には脱炭素化が目的ではあるものの）な
り得ることも見据えながら地方公共団体内部での合意形
成を進めることが必要になると考えられる。当然ながらそ
の際には、単なるエネルギー利用の脱炭素化とはまた別
文脈での、視座を高めた検討が求められることから、エネ
ルギー事業者はもちろんのこと、地域に根差す様々なス
テークホルダー（市民や地元の事業者、金融機関や学術機
関 等）を巻き込み、定期的な交流と検討を踏まえた地域ぐ
るみの脱炭素化ひいては地域活性化というまちづくりへと
つなげていくこと・つながることを示していけば、地方公
共団体内部での合意形成に対する障壁は段階的に取り除
かれていくであろう。

ただし、このような形で外部のケイパビリティを取り込む
ことはそれ相応の対価が必要になる点についても触れて
おかねばならない。例えばより意欲的・積極的なコミット
メントを示す事業者との連携協定の締結であったり、その
連携協定を基にした実証事業の実施といった、民間の事
業者へ事業実施のパスを提供し、民間事業者が活躍でき
るフィールドや事業の場を提供し地域の価値を共に高めて
いけるような形を作っていくことが肝要である。でなけれ
ば、やがて民間事業者からの協力は得にくくなっていってし
まうことだろう。過度な民間事業者への依存はもちろん不
要である一方、地域脱炭素ひいては地域課題解決といっ
た大きな文脈・枠組みで捉えるべき事業においては民間
事業者を起用せざるを得ない。そのため、地方公共団体に
おいては、自らが目指すべき地域脱炭素の実行計画やロー
ドマップおよび現状の課題認識に照らして、取り込むべき
外部のケイパビリティを特定し、民間事業者が参画しやす
い形の仕組み・座組を形成していくことを検討していくべ
きであると考える。
こうした形での地方公共団体と民間事業者間の互いの
尊重・配慮があることを前提として、特に地域脱炭素にお
いて民間事業者の中で重要な位置づけにあると考えられ
る民間のエネルギー事業者が、地域脱炭素に関する課題
対応においてどのような役割を担っていくべきなのかにつ
いて取り纏め、本レポートの結びとしたい。

3-2. 民間事業者に求められる対応・役割
これまで見てきたように、地方公共団体における地域脱
炭素は決して地方公共団体単独で成し遂げられるもので
はない。その地方公共団体が管轄する「区域」全体を脱炭
素化していくという途方もないミッションの実現はエネル
ギーを本業としていない地方公共団体の目線からすると高
すぎる壁だからである。

そのため、前述した「3-1. 地方公共団体内部で求めら
れる対応」の中で、エネルギーおよび脱炭素化に精通した
民間事業者、とりわけ民間エネルギー事業者（電力会社・
ガス会社を始めとするユーティリティに留まらず脱炭素化
に資するエネルギーソリューション・サービスを展開する
あらゆる事業者）に期待される役割は大きい。これまでに
述べたとおり、地方公共団体側に不足している制度面へ
の対処・検討やソリューションについての知見を提供する
アドバイザーの役割、実際の脱炭素事業の担い手として最
適なソリューションを提案・提供していくソリューション・
サービスプロバイダーの役割、地方公共団体や他事業者と
連携し単一の脱炭素ソリューションに留まらない地域課題
解決・地域活性化につながるソリューションを提案・提供
していく役割が特に期待される部分であろう。1点目の役
割および2点目の役割についてはシンプルかつ本業ともい
える部分であることから、地方公共団体側の適切な前さば
きと地域脱炭素の座組への参画要請をもって、どのような
形であれば対応が可能であるか、これまでの実績も踏まえ
て紹介し最適な関与の形を探っていくのが良いと思われる。
一方で、3点目の役割については、そのフィールド・下地
が整っているのであれば、追求していくべきものと考えてい
る。エネルギー事業者単独では成しえない地域課題解決
という社会的意義の大きなものへのコミットメントは、地
域脱炭素の文脈でこそそのオポチュニティが顕在化するも
のと思われるからである。事業の経済合理性はもちろん、
民間事業者であれば追求していくべきものであるため、一
定程度の規模や事業性を追求しつつも、地方公共団体と
いう様々なステークホルダーをつなぎ止めることができる
主体を通して、この3点目に挙げた役割を果たしていくこ
とが実績として積み上げられれば、それは自社の企業価
値向上・地域脱炭素・地域活性化（社会課題解決）とい
う複合的な成果を生み出すことにつながるであろうと思わ
れる。

4. 結びに
デロイト トーマツは地域脱炭素という文脈においては、
様々な側面から多様なステークホルダーを支援してきた実
績を持つ。世界的な脱炭素化のメガトレンドに今乗り遅れ
てしまうことは国際的な競争力を失うことにつながりかね
ない。そうした危機感を持ちながら地方公共団体やエネル
ギー企業と共に地域脱炭素に関連するテーマでの検討を
積み重ね、課題解決の方針や取り組むべき方向性につい
ての検討を更に深めていくことを今後も目指したいと考え
ている。
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